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研究要旨 

成人期の ASD・ADHD に焦点をあて、最近 10 年間においてどのように診断概念や研究の

トレンドが変化したのか、文献レビューによる検討を行い、今後の支援のあり方について

検討した。 

研究 1 では診断概念の整理・検討を行った。DSM-5(2013)や ICD-11(2018)が、発達障害を

知的水準で分類せず、共通する特性をもった生来性の脳機能障害とし「神経発達障害」と

新たに定義したこと、それに伴い診断の閾値に関する問題が近年議論されていること、脳

機能障害・認知特性・行動特性を踏まえた支援の必要があること、成人の発達障害に関す

る重要テーマは女性の ASD・ADHD、触法発達障害者、ASD と ADHD の合併、ASD と

統合失調症など精神疾患との鑑別と合併、ADHD の合併症、大学生の支援、成人期の身体

健康管理や身体合併症、成人発症する ADHD の可能性などが注目されていることが示さ

れた。 

研究 2 では、国外における研究テーマの動向を検討した。ASD は障害に対する適切な診

断・評価の研究から、生活の質の向上や家族の心理的ケア、当事者のニーズに対する教育・

援助、抑うつや不安等の並存症の研究が増加していた。一方、ADHD は中枢神経刺激薬治

療の効果・安全性の検証から、物質使用・依存が問題になるとともに抑うつや睡眠障害な

ど並存症の研究が増加していた。ADHD では ASD と比較し、より生物学的内容の研究が

多い傾向がみられた。 

研究 1 および 2 の結果から、成人期の ASD および ADHD の支援のあり方として、障害の

中核症状に限らず、生活全般の支援が必要であること、身体健康の管理の支援が必要であ

ることが示唆された。このことから、今後の発達障害臨床は知的障害の有無に係わらず、

認知発達のアンバランスや遅れを伴う人々の幼児期から老年期までのニーズに適合した、

これまで以上に多領域の専門家が共同で取り組む臨床実践や研究の蓄積が必要であると示

唆された。 
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Ａ．研究目的 

 本報告では、成人期の ASD と ADHD を

対象とし、最近 10 年間における診断概念の

整理(研究 1)、国外における研究テーマの動

向の整理(研究 2)に分けて研究を進め、今後

の支援のあり方について考察した。 

Ｂ．研究方法と結果 

研究 1 最近 10年間における診断概念の整

理 

方法：発達障害者支援法、DSM-5(2013)、

ICD-11(2018)等の多様な発達障害概念につ

いて、特に最近 10 年の診断概念を整理した。

成人期 ADHD 診断基準の緩和と診断閾値

に関する文献、自閉症スペクトラム概念と

閾値に関する文献、神経発達障害に共通し

た特性・原因・支援に関する文献、10 年の

新たなトピックに関する文献をテーマに、

それぞれ関連する主要な文献を検討し、特

に日本の成人発達障害診療に重要と思われ

る点について概説した。 

結果：最近 10 年間において、我が国では発

達障害者支援法の改正、DSM-5 の発刊

(2013)、ICD-11 の公開(2018)が大きな変化

を及ぼしており、これらの内容は従来に比

して成人の発達障害を強く意識した内容に

なっていることが注目されていた。以下の

内容は、(1)から(14)までのトピックで構成

されており、(1)から(10)は診断概念の整理、

(11)および(12)は神経発達障害に共通した

特性、原因、支援、(13)および(14)は 10 年

間の新たなトピックや今後の支援のあり方

についてまとめている。 

(1)発達障害者支援法における定義 

 2005 年に施行され、2016 年に改正され

た発達障害者支援法第二条では発達障害と

発達障害児・者、社会的障壁を以下のように

定義している。なお 2016 年改正において

「社会的障壁により」の文言が追加された。 

1.「発達障害」とは、自閉症、アスペルガー

症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、

注意欠陥多動性障害その他これに類する脳

機能の障害であってその症状が通常低年齢

において発現するものとして政令で定める

ものをいう。 

2. この法律において「発達障害者」とは、

発達障害がある者であって発達障害及び社

会的障壁により日常生活又は社会生活に制

限を受けるものをいい、「発達障害児」とは、

発達障害者のうち十八歳未満のものをいう。 

3. この法律において「社会的障壁」とは、

発達障害がある者にとって日常生活又は社

会生活を営む上で障壁となるような社会に

おける事物、制度、慣行、観念その他一切の

ものをいう。 

 主な対象は自閉症スペクトラム(知的障

害を伴う自閉症やアスペルガー症候群、高

機能自閉症も含む)、ADHD、学習障害、チ

ック/トゥレット症候群、発達性協調性運動

障害、吃音(症)などである。 

 地域や専門家によっては発達障害を「知  

的障害を伴わない」障害であると暗黙に規

定していることがあるが、自閉症では重度

の知的障害も伴うことが少なくないし、

ADHDは軽度の知的障害を伴うこともあり、

知的な遅れがないということが前提ではな

いことに注意したい。 

 2016 年の改正では「切れ目のない支援」

(基本理念)、「就労の支援」(10 条)、「大学
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および高等専門学校における教育上の配慮」

(8 条)など成人期の支援の関する項目が大

幅に追加されたことが注目された。 

 

(2)その他の定義 

 日本発達障害連盟[1]の定義は「知的障害

を含む包括的概念であり、人間が生まれて

から成長・発達していく過程において、何ら

かの原因によって、その発達過程が阻害さ

れ、運動、行動、認知、知能、言語など様々

な機能に障害が起こること」とされており

知的障害や脳性麻痺などが対象になる。日

本発達障害連盟は実質的に知的障害を代表

する団体であり、発達障害は知的障害の意

味合いで使われることも少なくないことに

注意すべきである。これは海外においても

同様であり「国際知的・発達障害学会」

(International Association for Special 

Study of Intellectual & Developmental 

Disability；IASSIDD [2])もDevelopmental 

Disability を対象にしているが主として議

論されているのは知的障害や重症心身障害

児・者である。 

 

(3)CDC の定義[3] 

アメリカの CDC(Center for Disease 

Control)の定義は「身体、学習、言語、ある

いは行動の領域に障害のあるグループ」を

指す。日本の発達障害よりずっと広範囲の

障害を含む概念でアメリカ人の子どもの 6

人に一人がなんらかの「発達障害」を持つと

される。診断分類では ADHD、ASD、脳性

麻痺、胎児性アルコール症候群、脆弱 X 症

候群、聴力障害、知的障害、核黄疸、筋ジス

トロフィー、トゥレット症候群、視覚障害な

どを含む広い概念である。 

このように発達障害という用語は多義的

であり、どの定義で用いているかを明確に

しないと混乱が生じる。IASSIDD において

も成人期や老齢期の支援が大きなテーマに

なっている。後述する DSM-5、ICD-11 に

おいて知的障害は ASD や ADHD と同じ神

経発達障害の親カテゴリーのもとに位置付

けられている。このことは知的水準の程度

の差はあっても ASD、 ADHD、 知的能力

障害には共通する特性があり、支援のあり

方も神経発達障害という視点を活用すると

いう共通点があると考えられる。 

 

(4)DSM-5(2013)のインパクト 

DSM はアメリカ精神医学会が規定する

診断と統計のためのマニュアルであるが、

アメリカのみでなく日本を始め多くの国で

使用されている影響力の強い基準である。

DSM-IV(1994)、DSM-IV-TR(2000)で広汎

性発達障害を「通常乳幼児期や児童期、思春

期に初めて診断される」カテゴリーに分類

し、このカテゴリーには分離不安障害など

も含まれた。しかし、精神遅滞は第 1 軸に

分類された。第 2 軸はパーソナリティ障害

や精神遅滞を除いたすべての診断が含まれ

た。 

2013 年に改定された DSM-5 では神経発達

障害(Neurodevelopmental Disorders)とい

うカテゴリーが新たに設定され、このカテ

ゴリーのなかに知的能力障害(Intellectual 

Disabilities)、コミュニケーション障害

(Communication Disorders)、自閉症スペク

トラム障害(Autism Spectrum Disorder)、

注 意 欠 陥 多 動 性 障 害 (Attention-

Deficit/Hyperactivity Disorder), 特異的学

習障害(Specific Learning Disorder), 運動
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障害 (Motor Disorders)、チック障害(Tic 

Disorders),その他の神経発達障害 (Other 

Neurodevelopmental Disorders)が含まれ

るようになった。 

 DSM-5 の神経発達障害は発達期に特性

が明らかになり、対人交流や学習、職業など

の場面で何らかの障壁になる障害を総称し

たものである。この神経発達障害というカ

テゴリーは日本で発達障害支援法が対象に

したカテゴリーとほぼ一致する。大きな違

いは DSM-5 では「知的障害」を対象にして

いるのに対して、発達障害者支援法は「(自

閉症等を伴わない)知的障害」を対象にして

いない(知的障害を伴う自閉症は対象にな

る)という点であろう。これは日本では、知

的障害を対象にした知的障害者福祉法(昭

和 35 年法律第 37 号) が既に存在したから

であろう。 

 

(5)成人 ADHD 診断基準の緩和と診断閾値

をめぐって 

 DSM-5 への改訂で成人の ADHD の診断

基準は DSM-IV-TR[4]までと比較して緩和

され、以前よりは数多く診断される可能性

が高まった。症状の出現が「7 歳以前」とさ

れていたのが「12 歳以前」に変更され、こ

れまで禁じられていた ASD と ADHD の合

併診断が DSM-5 では可能になった。不注意

と多動・衝動性については児童期も成人期

も 9 項目中、6 項目以上を満たすことが必

要だったが DSM-5 では成人期では 5 項目

を満たせば良いことになった。実際にブラ

ジルで行われた 18〜19 歳の青年を対象に

した調査では DSM-5 の ADHD の有病率

は 3.55%で DSM-IV の 2.8%より増加した 

[5]。また 30 歳の成人を対象にした調査で

は DSM-5 の ADHD の有病率は 2.1％であ

り、DSM -IV を適用した場合の 1.2％より

増加した[6]。これが「過剰」なのか「適正」

なのか「過少」なのかは多面的な検討が必要

である。診断基準の「閾値」の決め方に絶対

的なルールがあるわけではないことに注意

したい。 

 

(6)自閉症スペクトラム概念と閾値 

 DSM-5 の ASD は ADHD のように明確

に診断基準が緩和されたわけではないが、

診断基準の構成や文言が変化し、アスペル

ガー障害などのサブカテゴリーが廃止され

自閉スペクトラム症  (Autism spectrum 

Disorder)に統一された。DSM は 5 になっ

て自閉症について初めて明確にスペクトラ

ム概念を採用したことになる。 

 もともと Wing, L がスペクトラム概念を

提唱した際には、自閉症スペクトラム(AS)

は正常とも連続しており、明確な境界はな

いと主張していた[7][8]。正常と連続してい

るなら、どこから診断の線を引くのか？境

界線の決め方も絶対的な基準があるわけで

はない。ADI-R[9]、ADOS-2[10]などのゴー

ルドスタンダードといわれる診断ツールに

は一定の閾値つまりカットオフポイントが

ある。これらのツールを使用する際にも、得

られた点数のみで診断を下すのが不適切で

あることは明確であり、ツールを使用する

際の研修会やマニュアルなどでは原著者が

繰り返し強調している。 

 

(7)ICD-11(2018)の診断ガイドラインにお

ける ASD と ADHD 

 国際疾病分類(ICD)は WHO が 1900 年に

第一回国際疾病分類(ICD-11 の基準)が発表
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された後、改訂を重ねてきた。現行の ICD-

10 [11]は 1994 年から日本をはじめ WHO

加盟国で使用されている。ICD-10 から

ICD-11 への改訂は予定より非常に遅れ、

2018 年 6 月に公開され、2019 年 5 月に承

認される予定である [12]。ICD-10 では精

神遅滞(知的障害)が F7 カテゴリー、自閉症

スペクトラム(広汎性発達障害)や学力(学習

能力)の特異的発達障害(学習障害)が F8 カ

テゴリー(心理的発達の障害)、多動性障害

(ADHD)が F9 カテゴリー(小児期および青

年期に通常発症する行動および情緒の障

害)に分散して分類されていたが ICD-11 で

は DSM-5 と 同 様 に 神 経 発 達 障 害

(Neurodevelopmental disorders)の親カテ

ゴリーのもとに ASD、ADHD、知的能力障

害などが位置づけられた[13][14][15]。 

 

(8)自閉症スペクトラム  (6A02 Autism 

Spectrum Disorder) 

 ICD-11 においても DSM-5 と同様にスペ

クトラム概念が採用され ASD(Autism 

Spectrum Disorder)の呼称が用いられよう

になった。自閉症、非定型自閉症、アスペル

ガー症候群などのサブカテゴリーが廃止さ

れ ASD に統一されたことも同様である。 

ASD の診断ガイドラインは近年の研究・臨

床蓄積の成果を踏まえて大きく改変された。

知的発達と機能的言語のレベルを基準に 6

つに分類され、残遺カテゴリーと分類不能

カテゴリーが加えられ 8 つの下位カテゴリ

ーが設けられた。 

ICD-11 において ASD は以下のように記述

されている。 

相互的な社会的交流と社会的コミュニケ

ーションを開始し維持することの能力の乏

しさと限定され反復的で柔軟ではないパタ

ーンの行動や興味が継続することが特徴で

ある。 

 通常は発達期、典型的には児童期早期に

障害が明らかになるが、症状が明らかにな

るのは、社会から求められる要求水準が本

人の限定された能力を上回る時まで遅くな

ることもある。 

症状が個人、家族、社会、教育、職業や他

の重要な領域で不都合を生じさせるだけの

重篤さがあり、通常はあらゆる状況下で特

性が認められる。もっとも社会的、教育的あ

るいは他の状況で特性の表現は異なる。

ASD の人の知的機能と言語能力はすべて

の範囲に及ぶ。 

 

06A02.0 知的発達の障害がなく機能的言

語の障害がないか軽度の ASD 

06A02.1  知的発達の障害を伴い機能的言

語の障害がないか軽度の ASD  

06A02.2  知的発達の障害がなく機能的言

語の障害がある ASD 

06A02.3  知的発達の障害と機能的言語の

障害の両者がある ASD 

06A02.4  知的発達の障害がなく機能的言

語がない ASD 

06A02.5 知的発達の障害があり、機能的言

語がない ASD 

06A02.Y 他に特定される ASD 

06A02.Z 特定されない ASD 

 

(9)ICD-11 における ADHD 

ICD-10においては多動性障害(Hyperkin

etic Disorder)として一括されていたが、IC

D-11 においては、診断名も ADHD に変更

され、DSM-5 とほぼ同様の診断概念が採用



 

- 26 - 
 

された。要点を述べれば、6 ヶ月以上継続す

る不注意 and/ or 多動衝動性があること、

それは発達期に生じること、症状の程度は

年齢や知的機能に見合わないことなどであ

る。ICD-10 ではなかった下位分類が採用さ

れ不注意優勢型、多動衝動性優勢型、混合型

に３分類された。成人期の診断基準や ASD

の合併についても DSM-5 と同様の基準が

採用された[14]。 

 

A05 ADHD (Attention deficit hyperacti

vity disorder) 

6A05.0 ADHD 不注意優勢型   

6A05.1 ADHD 多動衝動性優勢型  

6A05.2ADHD 混合型  

6A05.Y  他に特性される ADHD  

6A05.Z 他に特定されない ADHD 

 

ICD-10 において ADHD(ICD-10 の用語で

は Hyperkinetic Disorder) は「小児期およ

び青年期に通常発症する行動および情緒の

障害」として素行症、反抗挑戦障害、分離不

安障害、反応性愛着障害などと同じ F9 カテ

ゴリーに分類されていたが、ICD-11 におい

ては ADHD として ASD や知的障害と同じ

神経発達症群にまとめられ、分離不安障害

や不安症群、反応性愛着障害はストレス関

連障害群など成人と同じカテゴリーに位置

付けられた。このことは ASD や ADHD、

知的能力障害を生来性の脳機能障害を基盤

に持ち、児童期のみでなく成人期、老年期ま

で特性が継続することを明確にする効果が

あると思われる。 

 

(10)ICD-11 と DSM-5 の統合について 

 DSM-IV と ICD-10 を比較するとは

ADHD の下位分類が異なっていた。一方で

は DSM-IV、ICD-10 の両者とも ASD と

ADHDを別の疾患カテゴリーに位置付けて

いた。DSM-5 と ICD-11 において神経発達

障害に共通して位置付けたことや、分離不

安障害などと別のカテゴリーであることが

明確になった。発達障害という枠組みの中

で ASD と ADHD の支援を成人期まで含め

て行うことの疾病分類的裏付けが明確化さ

れたと言えよう。 

 

(11)神経発達障害に共通した特性—原因 

 DSM−5、ICD-11 が規定する神経発達障

害は親の育て方の問題ではないし本人の努

力不足でもない。生来性の遺伝要因と環境

要因が組み合わさり生じる。障害特性の基

本な認知の偏りであり、そのような認知の

障害は通常は生来性の脳機能の障害から生

じる。 

 

(12)発達障害に共通した特性—支援 

神経発達障害の場合、その「症状を改善す

る」特効薬や手術法はない。しかしながら、

神経発達障害の診断を下すことには大きな

意義がある。ASD も ADHD も行動特徴に

よって診断されるが、本質は認知の障害で

ある。その認知特性に配慮した支援を行う

ことが発達障害と診断することの意味であ

る。認知の偏りが生じる原因は脳機能の偏

りである。認知機能の偏りは、行動特性とし

て現れる(図 1)。例えば、聴覚的理解は困難

があるが視覚的理解は得意であるなどの

ASD 特性は、表面的には「言語指示が通じ

にくい」、「視覚を活用すると指示が通じや

すい」といった行動特性で表現される。ASD

の支援に視覚支援を活用すると有効である
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ということは、認知特性から考えることと

腑に落ちるし、個々の子どもの認知特性を

評価することで、さまざまな支援に応用で

きる。ADHD の不注意が生来性の脳機能障

害から生じることを支援者が理解すれば叱

責や激励ではなく、認知負担を減らすなど

の環境操作により適応を改善することを目

指すことになろう。 

 

図 1 発達障害に共通した特性 

 

(13)10 年間の新たなトピック 

最近 10 年間に新たに注目されてきたテ

ーマは多岐にわたるが、成人の発達障害に

関する重要テーマは診断[16] [17] [18] [19] 

[20]、疫学[21] [22] [23] [24] [25]、中年期か

ら老年期の ASD [26] [27] [28] [29] [30] [31] 

[32] [33]、高齢者の ADHD[34]、女性の

ASD[35] [36]、女性の ADHD[37]、触法発

達障害者[38] [39] [40] [41]、過剰診断・過

少診断など診断閾値を巡る問題[42] [6]、

ASD と ADHD の合併[6] [43] [44] [45] [46] 

[47] [48] [49]、ASD と統合失調症など精神

疾患との鑑別と合併[50] [51] [52] [53]、

ADHD の合併症[54] [55]、大学生の支援

[56] [57] [58] [59] [60]、成人期の身体健康

管理や身体合併[61] [62] [62]症、成人期に

発症する ADHD[63] [64] [65]などがある。 

 

(14)これからの神経発達障害 

 発達障害研究、特に自閉症スペクトラム

研究の歴史をみると当初は知的障害を伴う

自閉症を中心に議論されてきた。1981 年に

Wing, L がアスペルガー症候群を英語圏で

再評価したことから、知的障害を伴わない

自閉症スペクトラムについての研究や関心

が加速した。その結果、いわゆる高機能自閉

症やアスペルガー症候群にも知的障害を伴

う自閉症と同様の支援ニーズがあることや、

精神科的合併症や触法問題などの知的障害

を伴う自閉症とは異なった問題があること

が分かってきた。 

 これまでの発達障害は、その中核症状、例

えば自閉症スペクトラムでは社会性、コミ

ュニケーション、イマジネーションの問題、

ADHD では不注意、多動性、衝動性、学習

障害では読字、書字、算数などの問題が中心

に議論されてきた。しかし、彼らの抱える問

題は「中核症状」に限らず、生活全般の支援

が必要であること、聴覚や嗅覚などの感覚

面の問題も大きいこと、身体健康の管理の

支援が必要であることなどが明らかになり

つつある。DSM-5 の ASD の診断基準に感

覚の問題が記載されたことは、そのような

認識の変化が基底にある。 

 発達障害の問題は幼児期や児童期のみで

なく、成人期や老年期まで継続した「切れ目

のない支援」が必要であることも広く認識

された。従来軽視されがちだった発達障害

の女性にも様々な支援ニーズがあることが

わかってきた。今後の発達障害臨床は知的

障害の有無に関わらず、認知発達のアンバ

ランスや遅れを伴う人々の幼児期から老年

期までのニーズに適合した、これまで以上

に多領域の専門家が共同で取り組む臨床実

践や研究が望まれる。 
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研究 2 国外における研究テーマの動向の

整理 

方法 2.1 成人期 ASD をテーマとした文献

の選定 

2008 年 1 月 1 日から 2018 年 12 月 31 日

までに英語で発行され、抄録が記載されて

いる文献を選定の対象とした。使用したデ

ータベースは MEDLINE であった。加えて、

成人期の ASD に関する文献を検索するた

め、検索のキーワードを「Adult」および

「Autism Spectrum Disorder」とし、文献

のタイトルにどちらも含まれていることを

条件とした。また原著論文に絞るため、メタ

解析論文および総説論文は除外した。加え

て、ジャーナル誌や分野の指定は行わなか

った。検索日は 2019 年 4 月 7 日であった。 

 

2.2 成人期 ADHD をテーマとした文献の選

定 

1 と同様の手順であった。検索する際の

キーワードは「Adult」および「Attention 

Deficit Hyperactivity Disorder」とした。 

  

2.3 データ抽出 

本研究では、2008 年から 2018 年に発行

された文献を時期ごとに①2008 年から

2011 年、②2012 年から 2015 年、③2016

年から 2018 年の 3 群に分類し、それぞれ

の群ごとにテキストマイニングを行った。

分析には、テキストマイニング用ソフト

「 KH Coder(樋口，2019)」を用いた。分析

に使用するデータは抄録の文章とした。 

 

2.4 データクリーニング 

2.4.1 共通語の除外 

総文献数から抽出された名詞の出現回数

を確認したところ、上位 20％は「disorder」

「spectrum」「adult」「autism」など、本

研究の領域では一般的な用語であり、分析

の際に意味をなさないと考えられる。その

ため、出現率 20%をカットオフポイントと

し、20%以上の用語を分析から除外した。 

2.4.2 特異語の除外 

出現回数が 1 回のみの用語を分析から除

外した。また、学術論文において一般的な用

語(例「background」「method」「result」

「discussion」「conclusion」「research」

「year」「age」)や、アルファベット 1 文

字や記号(例：「m」「n」「p」「％」)、統

計学上の用語(例：「odds」)は分析から除外

した。 

 

2.5 使用品詞  

分析に使用した品詞は名詞のみとし、固

有名詞は除外した。 

 

2.6 分析アプローチ  

3 群の出現頻度の高い用語である上位 60

語を抽出し、共起ネットワーク分析を行っ

た。その際、共起ネットワーク分析に使用す

る用語の出現回数は 1回を最低基準(最小文

書数)とした。 

 

結果 2.1.基礎統計(ASD) 

ASD を対象とした総文献数は 505 件で

あった。そのうち、2008 年は 12 件、2009

年は 13 件、2010 年は 20 件、2011 年は 22

件、2012 年は 34 件、2013 年は 44 件、2014

年は 57 件、2015 年は 71 件、2016 年は 69

件、2017 年は 77 件、2018 年は 86 件であ

った(図 2)。また発行年を 3 群に分けると、
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グループ①(発行年 2008-2011 年)の文献数

は 67 件、グループ②(発行年 2012-2015 年)

の文献数は 206 件、グループ③(発行年

2016-2018 年)の文献数は 232 件であった。 

 

 

図 2 成人期 ASD をテーマとした文献数 

 

2.2 基礎統計(ADHD) 

ADHDを対象とした総文献数は415件で

あった。そのうち、2008 年は 16 件、2009

年は 27 件、2010 年は 27 件、2011 年は 27

件、2012 年は 42 件、2013 年は 53 件、2014

年は 43 件、2015 年は 53 件、2016 年は 39

件、2017 年は 48 件、2018 年は 40 件であ

った(図 3)。また発行年を 3 群に分けると、

グループ①(発行年 2008-2011 年)の文献数

は 97 件、グループ②(発行年 2012-2015 年)

の文献数は 191 件、グループ③(発行年

2016-2018 年)の文献数は 127 件であった。 

。 

 

図 3 成人期 ADHD をテーマとした文献数 

 

2.3 共起ネットワークの結果(ASD) 

ASD グループ①・②・③の共起ネットワ

ーク分析をそれぞれ行った結果、ASD グル

ープ①は、1)障害等の問題の評価とサービ

ス に 関 す る 研 究 ( 例 「 disability 」

「 implication」「service」「behavior」

「epilepsy」)、2)診断尺度に関する研究(例

「measure」「scale」「validity」「criterion」

「diagnosis」)、3)記憶など認知機能に関す

る研究(例「memory」「performance」)、

4)薬物療法に関する研究(例「medication」

「use」「combination」)、5)自傷・他害行

為 に 関 す る 研 究 ( 例 「 self-injury 」

「aggression」)の 5 つの主要な研究テーマ

が得られた。また、1)においてはてんかんや

行動上の問題、4)においては併用処方に関

する研究が特徴的に共起していた(図 4)。 

ASD グループ②は、1)診断と中枢神経刺

激効果に関する研究 (例「 diagnosis」

「criterion」「stimulus」)、2)脳の構造・

機能に関する研究(例「brain」「region」

「 communication 」 「 abnormality 」

「connectivity」「activation」)、3)治療・

介入・トレーニングに関する研究 (例

「intervention」「treatment」「program」

「training」「efficacy」)、4)知能・認知機

能 に 関 す る 研 究 ( 例 「 intelligence 」

「expression」「face」「recognition」)、

5)生活の質(QOL) (例「life」「quality」)に

関する研究の 5 つの主要な研究テーマが得

られた。また、2)においてはコミュニケーシ

ョンの障害に関する脳研究、あるいは脳領

域間の接続性や活性化に関する研究が特徴

的に共起していた(図 5)。 

ASD グループ③は、1)並存症に関する研
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究(例「anxiety」「depression」「symptom」

「measure」「male」)、2)障害・困難さに

関する研究(例「difficulty」「deficit」)、3)

認知や感情への介入に関する研究 (例

「emotion」「cognition」「intervention」

「skill」)、4)ニーズへの教育や援助に関す

る研究(例「need」「support」「education」

「challenge」)、5)症状・行動の評価に関す

る研究(例「behavior」「communication」

「assessment」)、6)両親・家族のメンタル

ヘルスケア(例「family」「parent」「health」

「care」)に関する研究の 6 つの主要な研究

テーマが得られた。また、1)においては男性

の併存症(抑うつ・不安)、4)においては問題

行動が特徴的に共起していた(図 6)。 

 

2.4 共起ネットワークの結果(ADHD) 

ADHD グループ①・②・③の共起ネット

ワーク分析をそれぞれ行った結果、ADHD

グループ①は 1)診断・評価に関する研究(例

「assessment」「diagnosis」)、2)脳画像に

関する研究 ( 例「 brain 」「 imaging 」

「dysfunction」)、3)中枢神経刺激薬治療に

関する研究(例「methylphenidate」「effect」)

の 3 つの主要な研究テーマが得られた。ま

た、2)においては fMRI を用いた研究、ある

いは機能不全が生じている脳領域に関する

研究テーマが特徴的に共起していた(図 7)。 

ADHD グループ②は、1)報酬系回路の違

い や 薬 物 の 効 果 に 関 す る 研 究 ( 例

「difference」「reward」「medication」

「activation」)、2)実行機能障害と生活の質

に関する研究例(「executive」「function」

「quality」「life」)、3)中枢神経刺激薬およ

び非刺激薬の効果 (例「 atomoxetine」

「methylphenidate」「trial」)、4)ゲノム研

究(例「gene」「candidate」)の 4 つの主要

な研究テーマが得られた。また、3)において

は、2008 年から 2011 年にかけての研究で

は出現しなかったアトモキセチンに関する

研究が特徴的に共起していた(図 8)。 

ADHD グループ③は、1)並存する問題(行

動や睡眠)に関する研究(例「comorbidity」

「sleep」「rhythm」)、2)並存症への治療介

入(うつ)に関する研究(例「intervention」

「depression」「therapy」)、3)物質使用や

依存に関する研究(例「drug」「substance」

「dependence」、4)症状評価に関する研究

(例「questionnaire」「version」「validity」)、

5)脳機能画像に関する研究 (例「brain」

「imaging」)の 5 つの主要な研究テーマが

得られた(図 9)。 

上記をまとめると、ASD は障害に対する

適切な診断・評価の研究から、生活の質の向

上や家族の心理的ケア、当事者のニーズに

対する教育・援助、抑うつや不安等の並存症

の研究が増加していた。一方、ADHD は中

枢神経刺激薬治療の効果・安全性の検証か

ら、物質使用・依存の問題へ移行し、抑うつ

など並存症の研究も増加していた。ADHD

では ASD と比較し、より生物学的内容の研

究が多い傾向がみられた。 

 

Ｃ．考察 

 研究 2 の結果から、ASD あるいは ADHD

の中核症状の診断・アセスメントだけでな

く、抑うつや不安といった日常生活に影響

する併存症あるいは生活の質(QOL)の向上

等が研究のトレンドになっており、研究 1

で述べられていた生活全般の支援の必要性

が裏付けられた。また、ADHD に関しては

中枢神経刺激薬に対する物質使用・依存の
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問題、抑うつや睡眠障害の並存症など、身体

的な症状が研究のトレンドとして注目され

ており、研究 1 で述べられていた身体管理

の支援の必要性も裏付けられた。このこと

から、医療関係者だけでなく、様々な領域の

支援者が生物学的・医学的な視点を含めた

当事者の困り感や支援のニーズを把握し、

成人期や老年期まで含め、生活に根ざした

長期的な支援を行う必要性が示唆された。 
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別添 図 4～9

 

図 4 2008-2011 年の共起ネットワーク図(ASD) 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

- 37 - 
 

 

図 5 発行年 2012-2015 共起ネットワーク図(ASD)  



 

- 38 - 
 

 
図 6 発行年 2016-2018 年 共起ネットワーク図(ASD)  
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図 7 発行年 2008-2011 年 共起ネットワーク図(ADHD)  
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図 8 発行年 2012-2015 年 共起ネットワーク図(ADHD)  
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図 9 発行年 2016-2018 年 共起ネットワーク図(ADHD) 


